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Ⅰ は じ め に
アメリカにおける1933年証券法, 1934年証券取引法に基づく法定監査の開始から約80年,
わが国においても1951年の証券取引法監査導入からすでに60年以上の歳月が過ぎている｡ し
かし, 21世紀を迎えても, 2001年のエンロン事件, それに続くワールドコム事件 (2002年),
わが国におけるカネボウ㈱事件 (2005年) や㈱日興コーディアルグループ事件 (2006年),
ひいては, 最近におけるオリンパス事件1) など, 粉飾決算の事例は後を絶たない｡
いわゆる監査の失敗を生起させる最大の要因は, 組織的・効率的監査の達成を阻害する独
立性の欠如にある｡ 独立性の確保のためには, 組織形態のみならず, 組織内外における品質
管理, ガバナンスのあり方, さらには, 監査人のローテーション, 選任権・報酬決定権の主
体のあり方など監査契約を取り巻くインセンティブのねじれ現象にまで議論を拡大せざるを
得ない｡ ここに, 監査事務所における独立性の確保と品質管理を中心とした組織ガバナンス,
ならびに監査環境・制度の改革それ自体にも焦点をあてる研究の拡大が必要とされたのであ
る｡
このような認識のもと, われわれ研究グループは, 日本監査研究学会課題別研究部会なら
びに, 日本学術振興会科学研究費基盤研究Ｂの補助を受け, ｢監査人の独立性確保のための
組織ガバナンスと制度改革に関する理論的・国際的研究｣ を進めてきた｡ 筆者は, 本研究の
成果の一部として, これまで有限責任監査法人を中心とした会計事務所の組織形態の現状と
問題点について３本の論稿を発表してきた2)｡
最近の論稿である ｢有限責任監査法人制度の現状と課題｣ では, その結論として, ｢監査
に関わるステークホルダーにとっては, 有限責任監査法人か無限責任監査法人か, あるいは
1
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助金基盤研究 (B) (課題番号20330097) の成果報告の一部である｡
1) 一連の粉飾決算事件は, 監査事務所に法的責任を認めたものであったが, オリンパス粉飾決算事件
については, 現在のところ, 関与監査法人が外部の有識者を集めて設置した ｢オリンパス監査検証委
員会｣ が当該監査法人に法的責任はない旨の報告書を発表している (2012年３月29日)｡
2) 朴 大栄 ｢会計事務所の組織形態と LLP・LLC｣, 桃山学院大学総合研究所紀要, 第35巻第１号
(2009年７月), 朴 大栄 ｢公認会計士事務所の有限責任化と利害関係者保護｣, 商経学叢 (近畿大学商
経学会), 第56巻第１号 (2009年７月), 朴 大栄 ｢有限責任監査法人制度の現状と課題｣, 桃山学院大
学総合研究所紀要, 第37巻第１号 (2011年７月)｡
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監査法人か共同監査かといった２者ないし３者択一ではなく, 監査目的を同じくする監査,
例えば金融商品取引法監査についてはいずれの主体が監査を実施しようが同等の結果を生じ
させることのできる環境整備が必要であること, 換言すれば, 組織ガバナンスにおいても組
織内情報の作成・開示においても, 同等の規制をいずれの監査主体にも適用することが重要
であることを指摘した｡ 同等の規制を適用できない監査主体については, 担当できる監査の
範囲に制限を加えることも必要であろうし, また, 規制に適用できる方策を探ることも今後
の重要な課題である｡｣ とした上で, この点に関し, 組織ガバナンスや組織内情報の作成・
開示を含めた監査主体の品質管理について, さらなる研究を進めることが必要であると主張
した3)｡
本稿では, 監査の信頼性を高めるために不可欠な監査業務の品質管理に焦点を合わせ, 監
査主体である監査事務所, 公認会計士の自主規制機関である日本公認会計士協会, ならびに,
公的規制機関としての公認会計士・監査審査会の３つを取り上げ, 品質管理制度の現状と問
題点を明らかにする｡ また, 監査事務所の規模がそれぞれの業務管理体制の内容に影響を与
えていないかどうか, この点は, 監査事務所の業務管理体制のあり方を検討する上で重要で
ある｡ 大規模監査事務所と中小監査事務所の業務管理体制について, われわれが実施したア
ンケート調査結果の分析によりその実態を解明する｡
Ⅱ 独立性と品質管理
先に, ｢いわゆる監査の失敗を生起させる最大の要因は, 組織的・効率的監査の達成を阻
害する独立性の欠如にある｣ と記述した｡ 監査論を学習する上でもっとも重要な概念のひと
つが ｢独立性｣ である｡ わが国では, たんに監査人と呼ぶことが多いが, アメリカにおいて
は, Independent Auditor (独立監査人) のように, 複合語として使われることが一般的であ
る｡ つまり, Independentでないものは監査人にあらず, ということである｡
監査基準は以下のように言う｡ ｢監査人は, 監査を行うに当たって, 常に公正不偏の態度
・・・・・・・
を保持し, 独立の立場を損なう利害や独立の立場に疑いを招く外観を有してはならない｣
・・・・・ ・・・・・
(監査基準第二一般基準２：傍点筆者)｡ また, 公認会計士法第一条 (公認会計士の使命) に
おいても, ｢公認会計士は, 監査及び会計の専門家として, 独立した立場において, 財務書
・・・・・・
類その他の財務に関する情報の信頼性を確保することにより, 会社等の公正な事業活動, 投
資者及び債権者の保護等を図り, もつて国民経済の健全な発展に寄与することを使命とする｣
(傍点筆者) と規定されている｡ 監査主体である公認会計士にとって, 独立性がもっとも重
要な属性として位置づけられてきたのである｡
独立性という属性はどのようにして担保されるのか｡
監査基準は, 独立性を, 公正不偏性 (いわゆる精神的独立性ないし実質的独立性) と外観
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3) 朴 大栄 ｢有限責任監査法人制度の現状と課題｣, 1516ページ
的独立性の２面から説明してきた｡ 周知のように, 本来, 公正不偏性つまり実質的独立性こ
そが基本であり, 外観的独立性は形式的な属性に過ぎない｡ 外観的独立性が確保されても実
質的独立性が守られていない場合もあれば, 外観的独立性がなくとも精神面において実質的
独立性を確保した監査は可能だからである｡ しかし, 監査においては, ふたつの独立性が並
列的に扱われてきた｡ それは, 監査の利用者にとって, 監査人の実質的独立性を直接確認す
る手段を持たないことに起因する｡ したがって, 監査が信頼されるためには, 監査人は実質
的独立性のみならず, 外観的独立性の保持, すなわち ｢独立の立場を損なう利害や独立の立
・・・・・ ・・・・
場に疑いを招く外観を有してはならない｣ のである｡
・
独立性を保持した監査人の監査結果は信頼性が高いとしても, 監査利用者は独立性の有無
をどのように判断すればよいのだろうか｡ 実質的独立性に代わるものとして, より判断が容
易な外観的独立性があるが, 外観的独立性の有無の判断にどのような要素を組み入れるべき
であろうか｡
外観的独立性のうち ｢独立の立場を損なう利害｣ は, 監査主体と被監査会社との間に公認
会計士法および公認会計士法施行令にいう経済的・身分的利害関係4) があるか否かで判断さ
れてきた｡ 具体的には, 監査報告書の最後のパラグラフに ｢会社と当監査法人又は業務執行
社員との間には, 公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない｣ (監査・保証実務
委員会実務指針第85号 ｢監査報告書の文例｣ 文例１) と記載されることによって外観的独立
性があると判断されてきたのである｡ しかし, この記載が監査人当人の記載であることから,
利用者が記述の正否を判断することは困難である｡ さらに, ｢独立の立場に疑いを招く外観｣
にいたっては, その事実を確認することには一層の困難がともなう｡ 結果として, 利用者が
監査人の独立性に不信を抱くことになれば, 監査そのものの信頼性も損なわれ, 監査制度の
存在自体を危うくすることとなろう｡ 結局, 利用者による監査の信頼性を確保するためには,
監査制度そのものに独立性をチェックする機能を持たせるしかないと言えよう｡
一方, 監査主体としての公認会計士・監査法人といった監査事務所の側においても, 独立
性の欠如は監査の失敗を招く重要な要素である｡ そこでは, たんに被監査会社と経済的・身
分的な利害関係がないというのみならず, 独立性を損なう要因をできるだけ排除する制度作
りが要求される｡ 歴史的な監査の失敗とされるエンロン事件では, アーサーアンダーセン会
計事務所が消滅する結果となったが, これも独立性の欠如がその根底にあったと言われ, こ
の事件を契機として監査業務とコンサルティング業務の同時提供の禁止, 監査責任者のロー
テーション期間の短縮などの独立性の強化策が打ち出されることとなった｡
わが国においても, 2003年の公認会計士法の改正により, 以下のような独立性の強化策が
取られている｡
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4) 公認会計士法第24条および第34条の11は, それぞれ公認会計士ならびに監査法人について監査証明
業務が制限される利害関係を規定しており, 公認会計士法施行令第７条および第15条はそれらをさら
に具体的に列挙している｡
① 監査証明業務と非監査証明業務の同時提供の禁止 (公認会計士法第24条の２)
② 監査業務担当者および審査担当者のローテーションの導入 (公認会計士法第24条の３
および第34条の11の３)
③ 共同監査の義務づけ (公認会計士法第24条の４)
④ 被監査会社への就職の制限 (公認会計士法第28条の２および第34条の14の２)
⑤ 資質向上のための研修受講の義務化 (公認会計士法第１条の２および第28条)
⑥ 政府機関による監視・監督体制の強化 (公認会計士法第49条の４第２項)
新たに導入された独立性強化策のうち, ①監査証明業務と非監査証明業務の同時提供の禁
止, ②監査業務担当者および審査担当者のローテーションの導入, ④被監査会社への就職の
制限などは, 経済的・身分的利害関係の範囲を拡大し, 監査主体に対しては独立性を損なう
要因の排除を, 監査利用者に対しては独立の立場に疑いを招く外観をできるだけ排除するこ
とを目的とした政策の導入であることは容易に理解されよう｡ これに対して, ③共同監査の
義務づけや, ⑤資質向上のための研修受講の義務化, ⑥政府機関による監視・監督体制の強
化などは, 一見, 独立性とは関係しないようにもみえる｡ しかし, 経済的・身分的独立性や
外観的独立性が確保されているからといって, 本来の独立性, すなわち実質的独立性を達成
できるわけではない｡ 独立性の確保は監査に対する信頼性に繋がるものであるが, 監査が真
に信頼できるものであるためには, 外観的独立性に加えて, 監査主体が監査判断に関する専
門能力を保有していること, ならびに監査業務自体へのチェック機能の存在が不可欠なので
ある｡
多様な金融商品の時価評価, 退職給付会計, 国際会計基準との調和など監査対象はこれま
でになく複雑化し, また見積の要素も拡大してきている｡ このような状況の下, 財務諸表の
適正性に関する監査人の判断はより困難を極めており, 日々変化を遂げる会計・監査環境に
後れを取らないためには ｢知識及び技能の修得に努め｣ (公認会計士法第１条の２) ること
が不可欠となっている｡ すなわち, ｢監査人は, 職業的専門家として, その専門能力の向上
と実務経験等から得られる知識の蓄積に常に努めなければならない｣ (監査基準第二一般基
準１)｡ 監査人が実質的に独立性を保持するためには, このような監査主体としての能力基
準を満たす必要がある｡ ⑤資質向上のための研修受講の義務化も, この意味で, 独立性強化
策の一環と考えることができる｡
監査主体が監査業務において必要な専門能力を適切に行使しているかどうか, また, その
環境が整っているかどうかも独立性の確保に不可欠である｡ 2003年の公認会計士法改正では,
自主規制機関としての日本公認会計士協会が1999年に開始した品質管理レビューを法制化す
る (第39条の９の２) とともに公認会計士・監査審査会によるモニタリングの実施により⑥
政府機関による監視・監督体制を整備することによって, さらなる独立性の強化を行うこと
となったのである｡
監査主体が独立性を保持した監査とは, 社会的に信頼できる品質をともなう監査と言い換
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えることができる｡ 監査が一定の品質を保つためには, 監査主体の専門能力の向上と知識の
蓄積, 監査業務の適切な質的水準の維持・向上が不可欠である｡ 加えて, 監査が社会的信頼
を得るためには, 品質の確保に関するチェックシステムの整備が伴わねばならない｡ 品質管
理のための制度設計がそれである｡ 適切な品質管理制度が機能することにより, 監査利用者
は当該監査が独立性を保持した監査人により実施され, したがって, その監査結果が信頼で
きるものであると判断するのである｡
監査に関わる現行の品質管理制度は, 監査主体である監査事務所, 公認会計士の自主規制
機関である日本公認会計士協会, ならびに, 政府 (公的) 規制機関としての公認会計士・監
査審査会がそれぞれに役割を担っている｡ 以下, その内容を見てみよう｡
Ⅲ 品質管理制度の枠組み
1. 監査事務所の品質管理制度
粉飾決算を伴う大型倒産事件が続いた昭和40 (1965) 年不況の折, 企業の大規模化と多角
化に対応できる監査体制の整備が必要とされた｡ 1966年に改正された公認会計士法は, 大会
社に対する組織的監査の実現をめざして監査法人制度を創設したが, さらに, 2003年の改正
では, 大会社等5) の監査証明を単独でする事の禁止規定 (共同監査の義務付け) が設けられ
ることとなった (公認会計士法第24条の４)｡ 大会社等の監査について一定の品質を確保す
るためには, 組織的監査を効果的に実施するために, 監査事務所における業務管理体制の整
備が不可欠と認識されることとなったのである｡ (公認会計士法第34条の13)
監査事務所が実施する監査業務の品質を合理的に確保するためには, 監査事務所が遵守す
べき品質管理と直接監査を担当する監査実施者が遵守すべき品質管理とに分けて業務管理体
制 (品質管理システム) を整える必要がある｡
監査事務所ならびに監査実施者が構築すべき業務管理体制の規範ならびに実務指針につい
て, 監査基準, 品質管理基準等は以下のように規定している｡
 監査基準
企業会計審議会が公表する監査実務規範としての監査基準では, 一般基準において監
査事務所と監査実施者が遵守すべき原則が規定されている｡
◆第二一般基準６：監査人に対し, 監査基準に準拠した監査の実施に必要な品質管理の
方針と手続を定めるとともに, 実際に方針と手続が実施されているかについ
ての確認手続を要求
◆第二一般基準７：監査人が, 上記の方針と手続に従って監査を実施するために, 指揮
命令系統および職務分担を明らかにすること, また補助者に対する適切な指
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5) 多様かつ多数のステークホルダーが存在するなど, 社会的に影響の大きい会社については, より厳
格な監査が要求されるとして, 公認会計士法はこれらの会社を ｢大会社等｣ とよび, 一般の会社と区
別してより厳しい規定を設けている｡ 具体的には, 会計監査人設置会社, 金商法監査適用会社, 銀行,
保険会社などである｡ (公認会計士法第24条の２)
示, 指導, 監督の実施を要求｡
ここで監査人とは, 監査事務所と監査実施の責任者の両者を包含する意味で使われて
いるが, 一般基準６は監査事務所としての監査人の責務を, 一般基準７は監査実施の責
任者としての監査人の責務を規定したものである｡
 ｢監査に関する品質管理基準｣ (2005年10月企業会計審議会)
企業会計審議会は, 2005年, 監査法人の審査体制や内部管理体制等の品質管理に対す
る非違事例に対応するため, 監査基準の品質管理に関わる規範条項について独立の基準
を設け, 監査事務所が一定の監査品質を合理的に確保するために監査業務の各段階にお
いて整備・運用すべき品質管理システムの基本的事項を具体的に項目を上げて規定する
こととした｡
品質管理システムの構成項目は以下のとおりとなっている｡ (監査に関する品質管理
基準第三 品質管理システムの構成)
① 品質管理に関する責任
② 職業倫理及び独立性
③ 監査契約の新規の締結及び更新
④ 監査実施者の採用, 教育, 訓練, 評価及び選任
⑤ 業務の実施
⑥ 品質管理のシステムの監視
品質管理基準においては, これらそれぞれの項目について, 監査事務所の役割と監査
実施の責任者の役割を分けて規定している｡ 監査事務所に対しては, 各項目の適切な運
営に関する方針及び手続を定めるとともに, これらの方針及び手続が遵守されているこ
との確認が求められる｡ 監査実施の責任者に対しては, 監査事務所が定めた方針及び手
続を遵守するとともに, 補助者に対し適切な指示, 指導ならびに監督を行わねばならな
いことが規定されている｡ また, 監査業務の実施ならびに監査事務所による審査につい
ては, 監査調書における記録保存も要求されている｡
 品質管理基準委員会報告書第１号 ｢監査事務所における品質管理｣ (2006年３月)
監査基準委員会報告書第32号 ｢監査業務における品質管理｣ (2006年３月)6)
企業会計審議会が策定した監査基準および品質管理基準は, 監査事務所ならびに監査
実施者が遵守すべき品質管理に関する基本的な事項が規定されているに過ぎず, このま
までは, 実際の適用に当たって監査人間で齟齬の生じることが懸念される｡ 監査業務の
品質が合理的に確保されるためには, 品質管理基準などが示した品質管理に関する基本
的事項のそれぞれについて, 実務上の指針を提供しなければならない｡ 現在, 監査基準
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6) 品質管理委員会報告書第１号は2011年12月に改正され, また, 同時に監査基準委員会報告書第32号
も報告書第58号 (監査基準委員会報告書の体系化により, 現在は報告書220) へと改正されたが, こ
れは, 2008年以降国際会計士連盟の国際監査・保証基準審議会が進めてきたいわゆるクラリティ・プ
ロジェクトに沿うための改正であり, 内容自体は大きく変わっていない｡
や企業会計基準, 品質管理基準に従い, 業務上必要な実務指針を作成する役割は公認会
計士の自主規制機関である日本公認会計士協会に委任されている｡
品質管理基準委員会報告書第１号ならびに監査基準委員会報告書第32号は, 日本公認
会計士協会に設置された各委員会のもとで審議を重ね, 品質管理に関する実務指針を作
成・公表したものである｡ 監査基準・品質管理基準は, 監査事務所の役割と監査実施者
の役割を分けて規定している｡ 実務指針も監査事務所における監査の品質管理に関する
指針と, 個々の監査業務を実施する監査実施者の品質管理に関する指針とに分けて作成
されており, 品質管理委員会報告書第１号 ｢監査事務所における品質管理｣ が前者を,
監査基準委員会報告書第32号 ｢監査業務における品質管理｣ が後者に対する実務指針を
具体的に提供している｡
監査事務所の品質管理制度に関する基準・報告書・指針等の構造は下記の図で示すこ
とができよう｡
2. 自主規制としての品質管理制度
監査の品質は, まずもって監査主体である監査事務所によって確保されなければならない｡
監査事務所に対しては, 監査基準・品質管理基準が品質管理のための基本的事項を, 品質管
理基準委員会報告書第１号ならびに監査基準委員会報告書第32号が整備・実施すべき品質管
理システムを具体的に規定している｡ これらの基準・実務指針は, 先にも述べたように, 組
織として品質管理システムの整備・運用の役割を担う監査事務所と, 直接品質管理システム
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図表１ 品質管理に関する基準・指針の階層構造
監査基準
監査事務所と監査実施者が
遵守すべき原則を規定
品質管理基準
監査業務における品質管理シ
ステムの基本的事項を規定
｢監査事務所にお
ける品質管理｣
監査事務所に対する実務
指針の提供
｢監査業務におけ
る品質管理｣
監査実施者・審査対象者に
対する実務指針の提供
企業会計審議会
日本公認会計士協会
に準拠した監査業務を担当する監査実施者の２面から監査品質を確保するための規定を行っ
ている｡
監査品質の向上のためには, 監査事務所に対する規定に加えて, 外部機関による品質管理
のためのチェックシステム体制を整えることが不可欠である｡ わが国の場合, 現行制度では,
公認会計士の自主規制機関である日本公認会計士協会 ( JICPA) と公的規制機関としての公
認会計士・監査審査会 (CPAAOB) による ｢二重チェックシステム体制｣7) がとられている｡
日本公認会計士協会が公認会計士の自主規制機関として品質管理の制度化に取り組んだの
は, 1998年に導入した品質管理レビューならびに継続的専門研修 (CPE) が嚆矢であった｡
品質管理レビュー制度は, レビューの実施, 品質管理レビュー報告書・改善勧告書の作成・
交付を担当する品質管理委員会と, 品質管理委員会の活動状況を評価し必要な勧告を行う品
質管理審議会8) から構成されている｡
監査品質の確保には, 監査を担当する公認会計士自身の能力の維持・向上を目的とした教
育・訓練が欠かせない｡ 継続的専門研修制度は, 公認会計士としての資質の維持・向上, お
よび公認会計士の監査環境等の変化への適応を支援するために日本公認会計士協会が導入し
た研修制度であり, 直前３事業年度に合計120単位以上の CPE単位履修を要求している｡
1998年の導入当初は任意参加でスタートしたが, 2002年からは協会の自主規制として会員に
対して義務化し, 2003年公認会計士法の改正により, 2004年４月からは研修の受講が法定義
務化されることとなった9) (公認会計士法第28条)｡
また, 日本公認会計士協会は, 2007年４月より, 社会的に影響の大きい上場会社を監査す
る事務所の監査の品質管理体制を強化し, 資本市場における公認会計士監査の信頼性を確保
するため上場会社監査事務所登録制度を導入し, 協会が実施する品質管理レビューと一体化
させて運用している｡ 上場会社監査事務所登録制度では, 上場会社を監査する監査事務所に
対して, 品質管理委員会に設置した上場会社監査事務所部会への登録申請を義務付け, 品質
管理レビューの結果により登録の可否を決定し, 登録を認めた上場会社監査事務所について
は, 協会のウェブサイトに掲載する上場会社監査事務所登録名簿に開示することによって品
質管理レビューの結果を社会に公表することにより, 監査業務の品質向上を促している10)｡
さらに, 品質管理レビューの結果公表に加えて, 上場会社監査事務所の概要 (業務及び財産
の状況に関する説明書類) ならびに監査の品質管理システムの概要を開示させることにより,
監査人選任に必要な情報の提供を充実させている11)｡
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7) 友杉芳正 ｢グローバル社会における監査対応｣, 会計, 第181巻第３号 (2012年３月), 402403ペー
ジ｡
8) 品質管理審議会委員は８名から構成され, このうち外部有識者委員は過半数の５名を占めている｡
(日本公認会計士協会 ｢平成23年度上半期における品質管理レビューの概要｣ 2011年11月８日)
9) 日本公認会計士協会 ｢CPE (継続的専門研修制度)｣ http : //www.hp.jicpa.or.jp / ippan / cpainfo / about /
cpe / index.html参照
10) 日本公認会計士協会 ｢平成23年度上半期における品質管理レビューの概要｣, 前掲｡
11) 上場会社監査事務所登録制度ならびに監査事務所の情報提供については, 拙稿 ｢有限責任監査法人
このように, 自主規制機関としての日本公認会計士協会は, 監査品質の向上を目的とした
品質管理のためのチェックシステムとして, ①品質管理レビュー制度, ②監査人の能力の維
持・向上を目的とした継続的専門研修制度, ③品質管理レビューと一体化させた上場会社監
査事務所登録制度の３つの制度を導入した｡ チェックシステムの総合結果は, 上場会社監査
事務所名簿に登録されることによって公にされ, 信頼できる監査人選任の資料として活用さ
れることとなるのである12)｡
3. 公的規制としての品質管理制度
｢二重チェックシステム体制｣ の一方は, 公的規制としての品質管理制度である｡ 継続的
専門研修制度を法定義務化した2003年の公認会計士法改正では, 同時に, 自主規制の限界を
補完し, 監査品質のさらなる信頼性確保を目的として, 日本公認会計士協会の ｢品質管理レ
ビュー｣ に対する政府機関による ｢モニタリング｣ を制度化することとした｡ 品質管理レビュー
に対する審査・検査は, 2004年４月に金融庁のもとに設置された ｢公認会計士・監査審査会｣
が担当している｡
公認会計士・監査審査会は, 日本公認会計士協会が会員である監査事務所に対して実施す
る品質管理レビューの結果報告を受けて, 必要に応じて, 監査事務所の検査を実施し, 問題
のある場合は, 行政処分を金融庁長官に勧告することが原則である (公認会計士法第46条の
12) が, 公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは, 直接, 監査事務所
に報告を求め, 検査を実施することもある｡ 最近では, オリンパスや大王製紙などの事件が
相次いだことから, 監査法人の交代時における引継ぎの適切性などに焦点を当てた集中検査
が実施されることとなった13)｡
監査事務所, 自主規制機関としての日本公認会計士協会, 公的規制機関としての公認会計
士・監査審査会の監査品質確保のためのいわゆるトライアングル体制は次ページのような図
に示すことができよう｡
監査品質の確保のために, このようなトライアングル体制が整備されているが, 次に問題
となるのは, このような体制が実効のある形で運用されているか否かである｡ 体制が整備さ
れたとしても, 実際の運用が監査事務所によって異なる状況にないか, 以下では, 監査事務
所の規模に焦点を合わせて品質管理体制の現状と課題を確認してみよう｡
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制度の現状と課題｣, 前掲を参照されたい｡
12) 東京証券取引所や大阪証券取引所は, 上場内国株券の発行者に対し, これまでの努力規定に代えて
上場会社監査事務所の監査を義務づけることとした (有価証券上場規程2011年３月31日追加)｡
13) 日本経済新聞, 2012年４月10日朝刊｡
Ⅳ 監査の品質管理体制の現状と課題―アンケート調査分析
1. アンケート調査の目的
監査事務所の品質管理システムは, 先に述べたように, 企業会計審議会の公表する監査基
準, 品質管理基準, ならびにこれら規範的基準を受けて, 日本公認会計士協会が実際の業務
の実務指針として公表する報告書といった一連の階層構造をもつ基準・指針によって制度化
が要求されている｡
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日本公認会計士協会
自主規制機関
図表２ 監査品質確保のためのトライアングル体制
品質管理レビューの流れ
公認会計士・監査審査会のモニタリングの流れ
監 査 事 務 所 (公認会計士・監査法人)
業務管理体制の構築と監査実施者による体制準拠
②品質管理レビュー (品質管理レビュー報告書,
改善勧告書, 改善勧告書に対する会員からの回
答書, フォローアップ・レビュー) ②法第49条の３
に基づく報告
及び検査
②法第49条の
３に基づく
検査
公認会計士
法上の大会
社等
①監査
金 融 庁 公認会計士・監査審査会
定期報告
勧 告
品
質
管
理
審
議
会
審査作業部会
レビューチーム
品質管理委員会
①法第46条の９の
２に基づく報告
②法第46条の12に基
づく報告及び検査
③処分
の勧告
④業務改善命令
④業務改善指示・
懲戒処分
公的規制機関
＊日本公認会計士協会 ｢平成23年度上半期における品質管理レビューの概要｣ 2011年11月８日より一部加筆修正
しかし, 監査の品質管理のためには現実の監査業務が組織的に運営され, より一層の促進
と深度ある監査の実施が必要である｡ 一方, 大会社等の監査は, 大手監査事務所のみならず,
共同監査を含む中小監査事務所によっても実施されている｡ 大手監査事務所と中小監査事務
所とはその組織形態の相違から, 必ずしも同等の組織管理システムを構成しているとは限ら
ない｡ 以下では, 大手監査事務所と中小監査事務所の品質管理の実態を比較検討することに
よって, 監査事務所としての品質管理について具体的な問題を明らかにしてみよう｡
本節では, 公認会計士を対象とした監査事務所の業務管理体制のあり方に関する意識調査
の結果を中心として, 公認会計士・監査審査会の品質管理調査および品質管理委員会年次報
告書を参考に品質管理の現状分析を行う｡
監査事務所の業務管理体制のあり方に関する意識調査は, 公認会計士の意識を明らかにす
る意図をもって2009年に実施した (回答期間は2009年７月１日から同年７月31日までの１か
月間)｡ この調査は, ｢会計事務所の組織形態および業務管理体制のあり方に関する調査票｣
を表題として, 日本公認会計士協会上場会社監査部会登録の195事務所の公認会計士292名に
対する郵送調査によって実施した｡ 回答数は72件 (回答率は約24.7％) で, このうち大手監
査事務所所属者の割合が36.1％, 中小監査事務所所属者の割合が61.1％である (2.78％は不
明)｡ 以下では, 本調査のうち監査事務所の業務管理体制のあり方に関する設問を抽出し調
査結果の単純集計を紹介するとともに, 所属事務所の規模別による独立性の検定の結果, 意
識に大きな差異が認められた個別質問について概説する14)｡
2. 監査事務所の組織風土に関する回答結果
監査業務の質を重視する監査事務所の組織風土を醸成するためには, すべての監査業務に
おいて監査業務の質が優先されるという考え方を監査事務所の運営方針において適用するこ
とが重要である｡ そこで設問３では, 図表３に示すように, 監査実施者の評価等, 教育・訓
練, 運営上の基本理念, および方針と手続などに対する意識を尋ねている｡
まず, 監査実施者の評価, 報酬, および昇進に対する方針と手続について (31～32) の
回答の特徴は, 監査品質が最優先されるように構築されていると肯定的に受け止められてい
るが (肯定意見：否定意見＝70.0％：7.1％), その決定機関の単位が監査部門や地方事務所
単位であるか否かについては回答が分かれている｡ また, 31 について図表では示していな
いが, 中小監査事務所所属者の肯定意見の割合が大手監査事務所所属者のそれよりも約９ポ
イント高く, 意識に有意な差異が認められる (p15)＝0.013)｡ また, 教育・訓練 (33 では
72.9％, 34 では85.7％), 運営上の基本理念 (35 は84.3％), 方針と手続 (36 では55.7％,
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14) 本調査では, このほかに監査契約締結の可否判断 (設問 11～110および設問 21～28) および監
査事務所の組織形態 (設問151～156) について調査を行っているが, ここでは取りあげていない｡
本稿では監査契約締結後の業務管理体制のあり方に焦点を合わせて言及している｡
15) pは有意確率を意味し, この値が0.05以下となった回答パターンは, グループ間に意識の差異があ
るということを意味する｡
37 では80％, 38 では80％, 39 では81.4％) に関する設問に対しては, 高い肯定意見が
多い｡ なお, これらの設問に対する規模別の回答パターンは類似傾向が高く (p値が0.46か
ら0.96の範囲), 規模にかかわらず意識が共有されていることが裏づけられた｡
3. 独立性に関する回答結果
品質管理委員会年次報告書によると, 監査事務所が独立性の確認を実施した記録がない場
合や, 独立性の確認書を入手していない場合があると指摘されている16)｡ この点について設
問 41 では当該確認を実施しているとの認識が高い (肯定意見：95.7％)｡ また, 監査責任
者 (87.1％) や審査担当者 (79.7％) に対するローテーションは課しているとの高い肯定意
見である｡ なお, 図表４には示していないが, 設問 43 では監査責任者のローテーション期
間について93.2％の回答者が５年であると回答し, 設問 45 では審査担当者のローテーショ
ン期間について78.5％の回答者が５年以上であると回答している｡ ただし, 審査担当者のロー
テーション期間については中小監査事務所所属者の17.6％が ｢決まっていない｣ と回答して
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16) 日本公認会計士協会品質管理委員会, ｢品質管理委員会年次報告書｣, 2010年５月31日および同,
｢品質管理委員会年次報告書｣, 2011年５月31日参照｡
図表３ 監査事務所の組織風土
(数値は割合 (％) を示す)
全くそう思
う
どちらかと
言えばそう
思う
どちらとも
言えない
どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
31 業務従事者の成果評価, 報酬, 及び昇進に対
する事務所の方針と手続は, 監査品質が最優先さ
れるように構築されている｡
27.1 42.9 22.9 5.7 1.4
32 人事や報酬は, 監査部門や地方事務所の単位
で決定されている｡
22.4 22.4 20.9 6.0 28.4
33 業務従事者に対して, 業務の実施, 能力の向
上, キャリア開発, 及び業績評価に関して, 意見
交換を実施している｡
34.3 38.6 17.1 5.7 4.3
34 事務所が提供する専門的知識の研修プログラ
ム, または公認会計士協会が行う研修について,
事務所として十分に対応している｡
47.1 38.6 12.9 1.4 0.0
35 経営的な配慮が監査業務の品質よりも優先さ
れることがないように, マネジメントの責任が明
確になっている｡
40.0 44.3 12.9 1.4 1.4
36 監査責任者が十分な時間を確保した上で責任
を履行できるように, 監査責任者の業務量を管理
するシステムがある｡
21.4 34.3 25.7 12.9 5.7
37 監査責任者のローテ－ションを円滑に進める
ための方針と手続が策定されている｡
62.9 17.1 12.9 2.9 4.3
38 監査の品質管理に責任を有する事務所の社員
の意識や能力について, 一定の水準を保証する方
針と手続が整備されている｡
42.9 37.1 12.9 7.1 0.0
39 品質管理の方針と手続を開発し, 文書化し,
支援できる十分な資源が投入されている｡
34.3 47.1 11.4 5.7 1.4
おり, 規模別にみた場合に回答に有意な差異が認められた (p＝0.002)｡ なお, 品質管理基
準委員会報告書第１号第73項では, 一定期間以上同一の監査業務にかかる審査を担当しない
ことと規定されているが, その期間の定めはない｡ 先行研究によると, 新規の審査担当者は
継続して担当している審査担当者よりも, よりよい判断を行うという検証結果があり17), こ
のことは一定期間における審査担当者の交替の妥当性を裏づけている｡
4. 監査業務の支援システムに関する回答結果
監査業務への電子システムの導入は, 単純な電子的記憶装置の利用からクライアントの受
嘱決定のようなリスク評価を支援する複雑なシステムまで多様である｡ 電子システムの導入
については, 監査人のコンピュータ・スキルや知識など操作上の対応の困難性が課題とされ
る一方で, 効率性や整合性の観点から, 監査事務所が監査品質を監視する能力を向上できる
ことや, 監査プロセスを監視するうえで事務所内外の品質レビューワーの審査能力を高める
という利点が示されている18)｡ そこで, 監査調書に焦点を置いて単純な電子システムの利用
実態を尋ねたが, 否定的な回答が (51 では55.7％, 52 では67.1％) 過半を超えており,
電子システムの導入は消極的であると推察される｡ 特に, 52 では中小監査事務所所属者の
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図表５ 監査業務の支援システム
(数値は割合 (％) を示す)
全くそう思
う
どちらかと
言えばそう
思う
どちらとも
言えない
どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
51 監査調書を電子的に保管している｡ 17.1 12.9 14.3 15.7 40.0
52 監査調書の作成, 業務のレビュー, 及び査閲
は, オンラインで実施されている｡
7.1 8.6 17.1 10.0 57.1
53 クライアントのリスクを識別, 評価するため
の支援システムでは, 否定的に表現された質問形
式を採用している｡
13.0 17.4 40.6 5.8 23.2
17) Bedard, J., D. Deis, B. Curtis, and J. Jenkins, “Risk Monitoring and Control in Audit Firms : A Research
Synthesis”, Auditing : A Journal of Practice & Theory, Vol. 27, No. 1, 2008, p. 205.
18) Bedard et al. op.cit., pp. 199200.
図表４ 独立性
(数値は割合 (％) を示す)
全くそう思
う
どちらかと
言えばそう
思う
どちらとも
言えない
どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
41 事務所は, 独立性の規制内容を正確に伝達し,
その遵守に関して事前承認手続を定め, 確認書を
少なくとも年に１度は入手している｡
88.6 7.1 4.3 0.0 0.0
42 監査責任者に対して, ローテーションを課し
ている｡
80.0 7.1 8.6 1.4 2.9
44 審査担当者に対して, ローテーションを課し
ている｡
63.8 15.9 13.0 1.4 5.8
否定意見が大手監査事務所所属者の否定意見よりも10.6ポイント有意に高い (p＝0.005)｡
次に, 設問 53 では, リスクの識別と評価を支援するシステムに注目している｡ Bedard
他の調査では, リスクの識別および評価にあたり, 否定的に表現された文言を用いると監査
人はクライアントのリスクに関する特定の指標により大きな注意を払い, リスクの識別と評
価に有効性が生じることが指摘されている19)｡ この点について 53 の回答は, 肯定意見, 否
定意見ともにおよそ３割であり, かつ規模別の回答に有意な差異はない｡ リスクの識別と評
価にかかる手法は全体として一律ではないと解釈できよう｡
5. 監査業務実施に関する方針と手続についての回答結果
図表６では, ｢専門的な見解の問い合わせ｣ と ｢監査上の判断の相違｣ に関する設問およ
び回答結果をまとめている｡ まず, ９割以上の回答者は, 判断が困難な重要事項について専
門的な見解の問い合わせを実施することが効果的であると認識するような風土を監査事務所
が醸成していると捉えている (62)｡ ただし, 専門的な見解の問い合わせに関するシステム
が整備・運用されているとの認識は51.4％にとどまる (61)｡ また, そのような問い合わせ
の部署が積極的に利用されているとの意識は51.5％と過半である (63)｡ 相談内容がこの数
年で変化しているという認識 (64) の背景には, 会計基準の新設や改訂あるいは見積り要
素の増大などがあると推察される｡ 次に, 審査担当者の適格性や客観性にかかる方針と手続
(65：76.8％), および監査上の判断の相違を解決するための方針と手続 (66：88.6％) に
ついては, 設問に対する高い肯定的意見が示された｡ なお, 設問６のすべてにおいて規模別
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図表６ 監査業務の実施に関する方針と手続
(数値は割合 (％) を示す)
全くそう思
う
どちらかと
言えばそう
思う
どちらとも
言えない
どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
61 専門的知識を必要とする場合, 事務所内外の
適切な専門家によるアドバイザリー・システムが
整備・運用されている｡
17.1 34.3 28.6 11.4 8.6
62 事務所は, 業務実施者が困難なまたは見解が
定まっていない事項については, 臆せずにアドバ
イスを求めるような組織風土を醸成している｡
52.2 39.1 7.2 0.0 1.4
63 事務所内の専門の相談部署は積極的に利用さ
れている｡
29.4 22.1 27.9 13.2 7.4
64 業務担当チームが必要とする相談の内容と範
囲はこの数年で変化している｡
21.7 29.0 44.9 0.0 4.2
65 審査担当者の適格性に関する規準, 及び審査
担当者が客観性を保持できるような方針と手続を
設定している｡
39.1 37.7 20.3 1.4 1.4
66 業務担当チームや対相談員との意見の相違,
監査責任者と審査担当者との間の意見の相違を解
決するための方針と手続を設定している｡
60.0 28.6 7.1 2.9 1.4
19) Ibid., pp. 199200.
の有意な差異は認められない｡
6. 監査意見表明のための審査に関する回答結果
監査業務の審査においては, 個々の監査業務の問題を認識し, それに対する判断や処理の
適切性を確認するという審査体制が重要となる｡ しかし, これまで, 単に審査項目をチェッ
クしているだけで深度のある審査が行われていない事例や, 監査チームまたは審査担当者か
ら示された項目を主として審査するため, 審査が十分に行われていない事例が指摘されてい
る20)｡ 設問 71 では, 監査事務所の規模にかかわらず, 回答者全体が審査は定型的なチェッ
ク方式によると意識しており (81.1％), 審査体制には課題が内在する可能性がある｡
また, 中小監査事務所では, 概ね審査体制は整備されているものの, 大手監査事務所のよ
うに重層的な仕組みではなく, 人員不足などに起因する不適切な事例がみられるとの指摘が
ある21)｡ 設問 72 では審査体制を構築することが困難な場合があるという肯定意見が全体で
は27.1％にとどまっているが, この肯定意見の84％は中小監査事務所所属者の意見であるこ
とに留意が必要である｡
図表８は, 監査計画や監査意見の審査体制はどのような体制かを尋ねた結果を示している｡
大手監査事務所所属者と中小監査事務所所属者の回答には有意な差異があり, 回答パターン
は異なっている (p＝0.008)｡ 当然の結果であるが, 大手監査法人の方が重層的な体制を設
けていると解釈できる｡
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図表８ 審査体制
(数値は割合 (％) を示す)
レビューパートナー
方式 (業務執行社員
以外の特定の社員に
より審査を行う方式)
レビューパートナー
方式＋上級審査組織
合議制
(会議体方式)
外部の公認会計士に
審査を委託 (委託審
査員)
大手監査事務所所属者 34.6％ 53.8％ 11.5％ 0.0％
中小監査事務所所属者 60.5％ 14.0％ 25.6％ 0.0％
20) 公認会計士・監査審査会 ｢４大監査法人の監査の品質管理について｣, 2006年６月30日および同
｢中小監査事務所の監査の品質管理について｣, 2007年３月16日参照｡
21) 公認会計士・監査審査会 ｢小規模監査事務所の監査の品質管理について｣, 2006年11月８日参照｡
図表７ 監査意見表明のための審査
(数値は割合 (％) を示す)
全くそう思
う
どちらかと
言えばそう
思う
どちらとも
言えない
どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
71 審査は, 業務担当チームまたは審査担当者に
よる定型的なチェック方式によっている｡
44.9 36.2 5.8 5.8 7.2
72 社員数が少数のために, 大規模会社に対する
監査体制や審査体制を構築することが困難な場合
がある｡
10.0 17.1 17.1 10.0 45.7
7. 品質管理の方針と手続に関する回答結果
設問 81 から 83 は, 品質管理のシステムの監視に関する方針と手続について尋ねたもの
であり, 規模別の回答に有意な差異はない｡ 全体として, 詳細な方針と手続を設定し (82：
72.4％), 検証サイクルの期間を明確に設定し (81：87.2％), また, モニタリングは内部
規程通りに運用されている (83：85.7％) との肯定意見が高い｡ 公認会計士・監査審査会
の検査では, その運用に不十分な事例が認められると指摘されている22) が, あらかじめ重要
であると考えられる設問を提示したこともあり, 否定的な意識は少数である｡
次に, 監査業務の定期的な検証のプロセスについての設問 84 では, 否定的な認識が過半
を超えている (56.5％)｡ しかし, 品質管理基準委員会報告書第１号では, 当該プロセスに
おいて, 一部の監査業務については, 監査実施者への事前の通知を行わずに選定することが
あるとされており23), 実務と基準との違いが浮き彫りにされている｡ なお, 品質管理のシス
テムの監視にあたって, 監査事務所外の者は利用されていないと否定的である (78.9％)｡
設問 84 および 85 の回答に, 規模別の差異は認められない｡
8. 内部通報制度に関する回答結果
設問９は, 不服と疑義の申立て, つまり内部通報制度についての意識を尋ねている｡ 監査
事務所は, 不服や申立てがあった場合に, それらに適切に対処するための合理的な保証を確
保できるように方針と手続を定めなければならない｡ すなわち, この方針と手続の一部とし
て, 業務従事者が不当な取扱いを受けることがないように明確に定められた通報経路を設け
る必要がある24)｡ しかし, 設問 91 ではそのような通報経路が設定されているという意識は
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図表９ 品質管理の方針と手続
(数値は割合 (％) を示す)
全くそう思
う
どちらかと
言えばそう
思う
どちらとも
言えない
どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
81 方針や手続の検証サイクルの期間を明確に設
定している｡
54.3 32.9 11.4 0.0 1.4
82 モニタリングの結果, 監査意見が不適切であ
り得るケース, または監査業務の実施において手
続が省略されたことを示すケースを扱うための詳
細な方針と手続を設定している｡
27.5 44.9 15.9 7.2 4.3
83 品質管理システムのモニタリングは, 内部規
程通りに運用されている｡
50.0 35.7 12.9 0.0 1.4
84 業務担当チームへの事前の通知を行わずに,
検証プロセスを実施することもある｡
4.3 14.5 24.6 23.2 33.3
85 モニタリングの実施に際して, 外部者または
他の事務所を利用している｡
4.2 9.9 7.0 9.9 69.0
22) 公認会計士・監査審査会 ｢４大監査法人の監査の品質管理について｣, 2006年６月30日および同
｢３大監査法人の業務改善状況について｣, 2007年６月29日参照｡
23) 日本公認会計士協会, 品質管理基準委員会報告書第１号 ｢監査事務所における品質管理｣, 第95項｡
24) 前掲, 第105項および第107項参照｡
44.3％にとどまり否定的である｡ 次に, 業務従事者が内部通報制度の手段と方法をよく知っ
ているか (92), および当該制度が十分に活用されているのか (93) については, いずれ
も否定意見が肯定意見を上回っている｡ また, 監査事務所は, 不服と申立てに関する方針と
手続に従って調査を行うが, 調査を実施するためには法律専門家などの外部者や他の監査事
務所を利用することがある｡ この点について 94 では, 利用するという肯定意見が25.7％と
少数にとどまっている｡ これらの４項目の設問からは, 業務従事者が懸念を提起できるよう
な内部通報制度が十分に確立されているとは言い難い｡ なお, 設問９では規模別の回答に有
意な差異はない｡
9. 監査業務にかかる事務所の方針に関する回答結果
設問 101 に関して, 回答者の８割以上が監査マニュアルには具体的な実務指針が明確に
記載されており, 監査基準の改訂を適時に反映しているという共通の意識を示している｡
また, 図表11の設問 102 と 104 の回答結果は大手監査事務所所属者のみの回答である｡
102 では地方事務所に関して自主運営, 独立採算制を採用している法人も少数ある (24％)
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図表11 監査業務にかかる事務所の方針
(数値は割合 (％) を示す｡ ただし, スクリーン
部分については大手のみの数値)
全くそう思
う
どちらかと
言えばそう
思う
どちらとも
言えない
どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
101 監査マニュアルには, 具体的な実務指針が
明確に記載されており, 監査基準の改訂を適時に
反映している｡
46.5 36.6 9.9 5.6 1.4
102 地方事務所に関しては, 自主運営, 独立採
算制を採用しており, 管理体制については地方事
務所に任せている｡
20.0 4.0 4.0 12.0 60.0
103 事務所内の社員及び職員に対する処分につ
いて, 関連内規の整備は十分であり, 当該内規に
したがった処分を実際に行っている｡
20.3 24.6 30.4 11.6 13.0
104 各地方事務所では, 独自の監査マニュアル
を使用し, 各地方事務所は監査の品質管理を自主
的に行っている｡
0.0 3.8 15.4 11.5 69.2
図表10 内部通報制度
(数値は割合 (％) を示す)
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思う
どちらとも
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どちらかと
言えばそう
思わない
全くそう思
わない
91 業務従事者が報復措置を恐れることなく利用
できる内部通報制度が設定されている｡
25.7 18.6 10.0 8.6 37.1
92 業務従事者は, 内部通報制度の手段と方法を
よく知っている｡
17.1 17.1 17.1 11.4 37.1
93 事務所内では, 内部通報制度が十分に活用さ
れている｡
8.6 12.9 28.6 10.0 40.0
94 内部通報に対する調査を実施するために, 外
部者または他の事務所を利用している｡
15.7 10.0 12.9 4.3 57.1
と確認された｡ 一方, 104 では監査の品質管理に関しては地方事務所任せではないという
意識が８割に及び, 監査事務所全体として組織的な業務運営を行っていると解釈できる｡ さ
らに, 103 では, 事務所内で処分への対応を十分に行っているかを尋ねたが, 回答が分か
れ, 肯定的な回答は44.6％にとどまった｡ なお, 設問10では, 監査事務所の規模別による回
答の差異はない｡
10. 監査手続に関する回答結果
設問11では, 監査業務の実施状況について複数の監査手続等 (21項目) をあげ, それぞれ
について監査マニュアルの不備により場合によっては十分かつ適切な監査証拠が入手されて
いないことがあると考えられるかどうかを尋ねている｡ これらの手続の多くは, 特に中小監
査事務所において品質管理上の問題がみられると公認会計士・監査審査会がこれまで指摘し
た手続である｡ このうち該当すると認識された割合が比較的高い項目は, ｢リスク・アプロー
チ｣ (11.1％), ｢不正および誤謬を発見するための手続｣ (12.5％), および ｢不動産の流動
化についての検討｣ (11.1％), の３項目である｡ 特にリスク・アプローチに基づく監査の実
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図表12 監査手続
111 以下のそれぞれについて, ｢監査マニュアルに不備があ
るために, 場合によっては十分かつ適切な監査証拠が入
手されていないことがあると考えられる｣ と回答した割
合 (％)
監査計画の承認手続 1.4
重要性の基準値の適用 2.8
リスク・アプローチ 11.1
確認の手続 0.0
確認以外の実証手続 1.4
連結の範囲の検討 2.8
会計上の見積り 1.4
棚卸資産の評価 0.0
有価証券の評価 0.0
関係会社投融資の評価 2.8
貸出債権の評価 1.4
貸倒引当金の見積り 0.0
繰延税金資産・負債の見積り 2.8
不動産の流動化についての検討 11.1
経営者等とのディスカッション 2.8
継続企業の前提に関する監査手続 0.0
後発事象に関する手続 0.0
訴訟事件等を把握するための弁護士確認状に関する手続 0.0
他の監査人の利用に際して, 独立性の確認書の入手 2.8
不正および誤謬を発見するための手続 12.5
監査意見の表明にかかる手続 0.0
施に関する事項については, 品質管理委員会の品質管理レビューによって現在も多くの改善
勧告事項が生じており, 改善勧告事項のなかでも, レビュー対象の監査事務所が改善を受け
る割合が最も高い項目である25)｡ とりわけ運用評価手続の実施や実証手続の決定に関する事
項について改善勧告事項が付されることが多く, 監査事務所がリスク・アプローチに基づく
監査を適切に実施しているかどうかは重要な課題といえよう｡ また, これに関連して, 不正
による重要な虚偽表示リスクの識別と評価に関しても改善勧告事項として指摘が多い26)｡ な
お, 設問11において監査事務所の規模の違いによる認識の差異はなく類似傾向がみられた｡
11. 監査調書に関する回答結果
監査調書に関しては, これまで公認会計士・監査審査会によって, 監査調書の文書化が不
十分であり事後的な検証が困難な事例, 査閲が不十分な事例, および監査調書の保存や管理
体制が不十分な事例があると指摘されている27)｡ また直近の品質管理年次報告書においても,
監査調書の整理および管理・保存に関する具体的な発見事項があげられ, 必要な改善措置が
指摘されている28)｡ そこで, 設問12ではこれらの点について尋ねたが, いずれの設問に対し
ても高い肯定意見であり, 監査調書に対して望ましい対応をしているという意識が共有され
ている｡ なお, 監査事務所の規模別による回答の差異は認められていない｡
12. 共同監査に関する回答結果
共同監査に関しては, 具体的な方針と手続の整備が不十分で, 大手監査事務所, 中小監査
事務所ともに共同監査の質を合理的に確保していることを検討した過程および結果が文書化
されていないとの指摘がある29)｡ そこで設問13では, 共同監査に関して５項目の設問を設定
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図表13 監査調書
(数値は割合 (％) を示す)
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121 監査調書は, 事後的な検証が容易にできる
ように体系化され, 文書化されている｡
63.4 33.8 1.4 1.4 0.0
122 監査調書には, 実施した監査にかかる意見
形成の検討過程及び監査結果の記録が十分に行わ
れている｡
50.7 46.5 2.8 0.0 0.0
123 監査調書の査閲は十分に行われている｡ 42.9 48.6 7.1 1.4 0.0
124 監査調書の保存や保存体制は十分である｡ 66.2 31.0 2.8 0.0 0.0
25) 2008年は92％, 2009年は96％, 2010年は71％, 2011年は71％である｡
26) 日本公認会計士協会品質管理委員会, ｢品質管理委員会年次報告書｣, 2010年５月31日および同報告
書, 2011年５月31日参照｡
27) 公認会計士・監査審査会 ｢４大監査法人の監査の品質管理について｣ および同 ｢３大監査法人の業
務改善状況について｣ 参照｡
28) 日本公認会計士協会品質管理委員会, ｢品質管理委員会年次報告書｣, 2010年５月31日および同,
｢品質管理委員会年次報告書｣, 2011年５月31日参照｡
し, 実態把握を試みている｡ 設問13では, 規模別による回答に有意な差異はない｡ まず, 共
同監査に関する具体的な方針と手続については整備されていると肯定的に受けとめられてい
る (131：74％)｡ しかし, 少数意見ではあるが, 役割分担した事項については相手方事務
所の担当者任せになっている (132：20.7％, 134：10.2％) という意識, 共同監査人の信
頼性・独立性の確認が不明な場合がある (135：8.1％) という意識が３つの設問に表れて
おり, 共同監査の質が合理的に確保されていない場合もあり得ることに留意が必要である｡
13. 監査業務の適切性確保に関する問題についての回答結果
設問142 の ｢リスクの高いクライアントが大手監査事務所から中小監査事務所に移行し
ている｣ との問いに対しては62.8％が肯定している｡ また, そのような監査契約の移行が監
査品質に影響を及ぼすか (141) については意識が分かれており, 少数 (24.3％) ではある
が監査品質を危惧する肯定意見が存在した｡ 監査時間や監査人員の不足に関しては意見が分
かれているが, 不足しているとする肯定意見が否定意見を約11ポイント上回っている (144)｡
この肯定意見は, 大手監査事務所所属者では42.3％, 中小監査事務所所属者では34.9％であ
る｡ 不足の原因の１つとして, 中小監査事務所では人的資源の不足が考えられるが, この他
に, 特に大手監査事務所では, ｢監査事務所内の審査・承認手続の重層化｣ や ｢決算発表の
早期化｣30) なども背景にあると推測される｡
設問143 では, ｢品質管理の基準が監査事務所の規模にかかわらず適用されるべきか｣ を
尋ねている｡ この設問に対して, 全体の72.8％が適用されるべきであるという認識を示して
いる｡ 監査事務所の規模にかかわらず契約自由の原則にもとづき, 監査契約が締結されるこ
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図表14 共同監査
(数値は割合 (％) を示す)
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131 共同監査に関する具体的な方針と手続は,
当事者間における意思疎通が十分にできる程度に
整備されている｡
48.0 26.0 22.0 0.0 4.0
132 役割分担した事項については, 相手方事務
所の担当者に任せている｡
4.2 16.7 39.6 16.7 22.9
133 共同監査協定書を締結しない場合もある｡ 0.0 2.1 18.8 4.2 75.0
134 共同監査人が作成した監査調書を査閲した
か, または共同監査人が実施した監査手続の実施
状況及び結果について評価したかが明らかでない
場合がある｡
4.1 6.1 24.5 14.3 51.0
135 共同監査人の信頼性, 独立性の確認をした
か否かが明らかでない場合がある｡
2.0 6.1 22.4 12.2 57.1
29) 公認会計士・監査審査会 ｢４大監査法人の監査の品質管理について｣ および同 ｢小規模監査事務所
の監査の品質管理について｣, 日本公認会計士協会品質管理委員会 ｢品質管理委員会年次報告書｣,
2010年５月31日および同, ｢品質管理委員会年次報告書｣, 2011年５月31日参照｡
30) 公認会計士協会近畿会 ｢6000人アンケート結果報告書｣, 2008年参照｡
とを鑑みると, 監査業務の適切性は等しく確保されなければならない｡ ただし, 現実的に中
小監査事務所では品質管理の対象となる人員が不足していることから, 品質管理のすべての
局面で大手監査事務所と同様の方針や手続を求めることは不可能であると考えられる｡ なお,
わが国の現行基準である品質管理基準委員会報告書第１号では, 適用指針において個人事務
所などの小規模な監査事務所については, 品質管理の手続や方針に関する要求事項に配慮し
た規定が設けられている｡
14. 調査結果から得られた知見
本節では, 監査事務所としての品質管理に関して, 監査の品質管理のための組織的な業務
運営にどのような問題が内在するのか実態把握することを目的として, 質問票調査の単純集
計結果を示した｡ 監査事務所の業務管理体制のあり方に関する公認会計士の意識について調
査結果から得られた知見をまとめると次のようになる｡
① 監査事務所の組織風土
監査実施者の評価, 報酬および昇進, 教育・訓練, 運営上の理念, ならびに品質管理の方
針と手続について, 監査品質が最優先されるように構築されていると肯定的に受け止められ
ている｡
② 独立性
監査事務所は, 独立性の規制内容を正確に伝達し, その確認手続を適切に運用していると
の意識が非常に高い｡ また, 監査責任者や審査担当者のローテーションは一定期間に行われ
ていると意識されている｡ ただし, 審査担当者のローテーションについて中小監査事務所で
は決まっていないという回答が２割弱あり, 方針が確立されていないか, または人的資源の
不足の可能性がある｡
③ 監査業務の支援システム
先行研究に依拠すると, 監査業務への電子システム導入には効率性や整合性の観点から利
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図表15 監査業務の適切性確保
(数値は割合 (％) を示す)
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141 大手監査事務所から中小監査事務所への監
査契約の移行は, 監査の品質に影響を及ぼしてい
る｡
8.6 15.7 27.1 11.4 37.1
142 大手監査事務所から中小監査事務所へ, 小
規模かつリスクの高いクライアントが移行してい
る｡
15.7 47.1 24.3 2.9 10.0
143 監査事務所の規模に関わらず, 品質管理の
基準は等しく適用されるべきである｡
41.4 31.4 15.7 5.7 5.7
144 監査に要する時間及び人員は, 実際に必要
と考えられるものに比して少ない場合がある｡
7.1 31.4 34.3 15.7 11.4
点があるとされる｡ そこで, 監査調書に焦点を絞って導入実態を尋ねたが, 全体として電子
システムの導入は消極的であると推察される｡ 特に中小監査事務所ではその導入に対する否
定意見が有意に高いことが特徴である｡
また, リスクの識別・評価にあたり用いられる質問形式の表現については意見が分かれて
いる｡
④ 監査業務実施に関する方針と手続
判断が困難な重要事項について専門的な見解の問い合わせを実施することが効果的である
と認識するような風土を監査事務所が醸成していると捉えられている｡ しかし, 専門的な見
解の問い合わせに関するシステムが整備・運用されているという認識や, その積極的な利用
について肯定する意見は約５割にとどまり十分に活用されているとは言い難い｡ また, 相談
内容がこの数年で変化しているという認識の背景には, 会計基準の新設や改訂, 見積り要素
の拡大などがあると考えられる｡
⑤ 監査意見表明のための審査
審査については, これまで深度のある審査が十分に行われていないという指摘がある｡ 本
調査では, 審査は定型的なチェック方式によるという回答が８割を超えており, 審査体制に
は課題が内在する可能性があるといえよう｡ また, 回答者のうち中小監査事務所所属者の84
％が人的資源の不足により審査体制を構築することが困難であるという認識を示しているこ
とに留意が必要である｡
⑥ 品質管理の方針と手続
品質管理の方針と手続に関しては, 適切に運用されていると捉えられている｡ ただし, 監
査業務の定期的な検証プロセスについては事前の通知を行わずに選定する監査業務はないと
いう認識が過半を超えており, 監査基準と実務との違いが確認された｡
⑦ 内部通報制度
業務実施者が懸念を提起できるような通報経路を監査事務所が設定しているという認識は
過半に満たない｡ また, 業務実施者は内部通報制度の手段と方法を熟知していないと捉えら
れており, このため内部通報制度は監査事務所において活用されていないと認識されている｡
⑧ 監査業務にかかる事務所の方針
監査マニュアルには具体的な実務指針が明確に記載されており, 監査基準の改訂を適時に
反映しているという共通の認識が認められた｡ また, 地方事務所に関しては, 自主運営や独
立採算制を採用している監査事務所も少数あるが, 監査の品質管理に関しては地方事務所任
せではないという意識が高い｡
⑨ 監査手続
十分かつ適切な監査証拠が入手されないことがある項目として, ｢リスク・アプローチ｣,
｢不正および誤謬｣, ｢不動産の流動化についての検討｣ の３項目があげられる｡ 特に, 前２
者については品質管理委員会の改善勧告事項として最も指摘が多い事項であり, 監査事務所
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がリスク・アプローチに基づく監査を適切に実施しているかどうかは重要な課題となる｡
⑩ 監査調書
監査調書に関しては, 公認会計士・監査審査会などによって文書化, 査閲, 保存, 管理体
制など不十分な事例が指摘されているが, 本調査ではいずれも望ましい対応をしていると意
識されている｡
⑪ 共同監査
共同監査に関する具体的な方針と手続については整備されていると受けとめられているが,
役割分担した事項について相手方事務所の担当者任せになっているという意識や, 共同監査
人の信頼性・独立性の確認が不明な場合があるなど共同監査の質の確保に問題が内在してい
る｡
⑫ 監査業務の適切性確保
リスクの高いクライアントが大手監査事務所から中小監査事務所に移行している可能性が
あり, 監査品質への懸念が意識されている｡ また, 監査資源が必要と考えられるよりも少な
いという意識が確認された｡ この背景には, 人的資源の不足の他に特に大手監査事務所にお
ける審査・承認手続の重層化が考えられる｡
Ⅴ お わ り に
現在の監査制度のもとでは, 企業会計審議会が監査基準や品質管理基準などを通じて監査
制度の規範ならびに基本的事項を規定し, これらの基準の適用にあたっては, 日本公認会計
士協会が実務指針を提供すると言う階層的構造でもって当該の目的を達成するように志向さ
れている｡ しかし, 基準や実務指針が実務において実際に効果を発現しているか否かは必ず
しも明確に認識されているわけではない｡ 実際に, 監査の品質管理についても, 相変わらず
監査の失敗が続いていることからも明らかである｡
基準・実務指針などの規程と現実とのギャップを埋めるためには, 常に実務の現状を調査
し, 規程が現状に適合するように, 不断の改訂を加えていく必要があろう｡ とりわけ, 大手
監査事務所と中小監査事務所が大会社の監査を共有している状況について, アンケート調査
結果では, 品質管理にかかわるいくつかの問題点が指摘されている｡ 品質管理に関する意識,
現状についてもさらなる検討ならびに改革が必要である｡
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Responsibility of Audit Firms
in Quality Control System and Governance
PARK Tae-Young
MIYAMOTO Kyoko
Audit failures are often caused by the inability of auditors to maintain independence. The lack
of independence is an enemy of systematic and efficient audit operations. How can auditors
secure independence? To answer this question, we need to discuss a wide variety of issues,
including not only an appropriate organization of auditors, quality control and governance but also
the necessity of auditors’ rotation and the whereabouts of an authority to select auditor members
or determine remuneration for auditors.
This paper focuses on audit quality control, which is an essential task in ensuring reliable audit
results, and discusses present situations and problems regarding audit quality control systems
from the viewpoint of audit firms, JICPA ( Japanese Institute of Certified Public Accountants) and
CPAAOB (Certified Public Accountants and Auditing Oversight Board).
We also discuss whether or not the size of an audit firms is relevant to its ability to conduct
appropriate quality control of audit operations, since we consider it important to clarify such
relevance or irrelevance for identifying desirable quality control systems for respective audit
firms. We conducted a questionnaire survey on both large audit firms and small and medium-size
counterparts to find and analyze the status of their respective quality control systems, and this
paper explains the survey results.
